
新潟県内の指定避難所における環境整備状況 
 

 

１．防災機能設備等の確保状況（内閣府調査 R6.11.1 現在） 

  
（１）非常用発電機等 

自家発電設備（可搬式の発電機を含む）、再生可能エネルギー設備（太陽光発電

設備、風力発電設備、小水発電設備、バイオマス発電設備、燃料電池等）、蓄電池の

ほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により、自家発電設備等を優先して

利用できることとなっている避難所の割合 

 
非常時に利用可能な

非常用発電機等を確

保している。 

 

うち、自家発電設備

等を保有する。 

うち、協定等により優

先して利用できるこ

ととなっている。 

新潟県 ８３．３％ ７２．５％ ４１．５％ 

全 国 ６１．１％ ４５．２％ ２４．３％ 

 

 

（２）生活用水 

災害時に入浴・洗濯等の生活用水について利用可能な設備等を設置している避難

所の割合 

   災害時に利用可能な設備等を設

置している。 

 

うち、シャワー、プールの浄水装

置、耐震性貯水槽、井戸等を敷地

内に保有している。 

新潟県 １６．４％ １４．９％ 

全 国 ２２．２％ １６．７％ 

 

 

（３）冷房機器 

災害時に避難者が滞在することを想定している部屋等（体育館、会議室、教室等）

に、利用可能な冷房機器（スポットクーラー等可搬式のもの、扇風機を含む)を保

有している避難所のほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により、冷房機

器を優先して利用できることとなっている避難所の割合 

（利用可能な部屋等が１部屋以上あれば避難所として「保有している」としている。） 

 

災害時に利用

可能な冷房機

器を保有して

いる。 

 

うち、避難者が

滞在すること

を想定してい

る部屋等に冷

房機を備え付

けている。 

うち、避難者が

滞在すること

を想定してい

る部屋等に、扇

風機等の冷房

機器を建物内

に保有してい

る。 

うち、協定等に

より冷房機器

を優先して利

用できること

となっている。 

新潟県 ８２．１％ ６１．２％ ５６．５％ ３７．２％ 

全 国 ７４．３％ ５６．０％ ４５．６％ １９．６％ 

 

資料２ 



 

（４）暖房機器 

災害時に避難者が滞在することを想定している部屋等（体育館、会議室、教室等）

に、利用可能な暖房機器（ストーブ等可搬式のものを含む)を保有している避難所

のほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により、暖房機器を優先して利用

できることとなっている避難所の割合 

（利用可能な部屋等が１部屋以上あれば避難所として「保有している」としている。） 

 

災害時に利用

可能な暖房機

器を保有して

いる。 

 

うち、避難者が

滞在すること

を想定してい

る部屋等に暖

房機を備え付

けている。 

うち、避難者が

滞在すること

を想定してい

る部屋等に、ス

トーブ等の暖

房機器を建物

内に保有して

いる。 

うち、協定等に

より暖房機器

を優先して利

用できること

となっている。 

新潟県 ８７．７％ ６６．４％ ６３．９％ ４２．８％ 

全 国 ７７．９％ ６０．６％ ４５．６％ ２２．２％ 

 

 

（５）ガス設備 

LP ガス設備が設置されている避難所や、中圧ガス配管を敷地の中まで引き込み

災害時に利用可能なガス設備が設置されている避難所、通常時に都市ガスを利用し、

災害時に LP ガスを使えるようガス変換器の接続口を整備している避難所、カセッ

トコンロ等を備蓄している避難所のほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等

により、LP ガス設備を優先して利用できることとなっている避難所の割合 

 自家発電設備として

利用可能なガス設備

を保有している。 

冷暖房機器として利

用可能なガス設備を

保有している。 

協定などによりガス

設備を優先して利用

できることとなって

いる。 

新潟県 ２９．９％ ２３．２％ ３８．４％ 

全 国 １１．９％  ８．０％ ２５．４％ 

 

 

  



 

２．避難所となる公立学校施設の防災機能設備等の確保状況 

（文部科学省調査：R6.11.1 現在） 
 

 

（１）非常用発電機等 

自家発電設備（可搬式の発電機を含む）、再生可能エネルギー設備（太陽光発電

設備、風力発電設備、小水発電設備、バイオマス発電設備、燃料電池等）、蓄電池の

ほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により、自家発電設備等を優先して

利用できることとなっている学校の割合 

 
非常時に利用可能な

非常用発電機等を確

保している。 

 

うち、自家発電設備

等を保有する。 

うち、協定等により優

先して利用できるこ

ととなっている。 

新潟県 ７９．７％ ７３．７％ ４４．１％ 

全 国 ７７．２％ ６５．４％ ２７．３％ 

 

 

（２）生活用水 

災害時に入浴・洗濯等の生活用水について利用可能な設備等を設置している学校

の割合 

   災害時に利用可能な設備等を設

置している。 

 

うち、シャワー・プールの浄水装

置、耐震性貯水槽、井戸等を敷地

内に保有している。 

新潟県 ２７．６％ ２５．５％ 

全 国 ３６．７％ ３３．０％ 

 

 

（３）冷房機器 

災害時に避難者が滞在することを想定している部屋等（体育館、会議室、教室等）

に、利用可能な冷房機器（スポットクーラー等可搬式のもの、扇風機を含む）を保

有している学校のほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により冷房機器を

優先的に利用できることとなっている学校の割合 

（利用可能な部屋等が１部屋以上あれば避難所として「保有している」としている。） 

 

災害時に利用

可能な冷房機

器を保有して

いる。 

 

うち、避難者が

滞在すること

を想定してい

る部屋等に冷

房機を備え付

けている。 

うち、避難者が

滞在すること

を想定してい

る部屋等に、扇

風機等の冷房

機器を建物内

に保有してい

る。 

うち、協定等に

より冷房機器

を優先して利

用できること

となっている。 

新潟県 ８８．８％ ６２．３％ ７０．２％ ４１．１％ 

全 国 ８５．５％ ５７．２％ ７０．０％ ２１．７％ 

 

 



 

（４）暖房機器 

災害時に避難者が滞在することを想定している部屋等（体育館、会議室、教室等）

に、利用可能な暖房機器（ストーブ等可搬式のものを含む）を保有している学校の

ほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により暖房機器を優先的に利用でき

ることとなっている学校 

（利用可能な部屋等が１部屋以上あれば避難所として「保有している」としている。） 

 

災害時に利用

可能な暖房機

器を保有して

いる。 

 

うち、避難者が

滞在すること

を想定してい

る部屋等に暖

房機を備え付

けている。 

うち、避難者が

滞在すること

を想定してい

る部屋等に、ス

トーブ等の暖

房機器を建物

内に保有して

いる。 

うち、協定等に

より暖房機器

を優先して利

用できること

となっている。 

新潟県 ９０．３％ ７０．３％ ７８．３％ ４４．１％ 

全 国 ８６．３％ ６０．４％ ６８．３％ ２４．７％ 

 

 

（５）ガス設備 

LP ガス設備が設置されている学校や、中圧ガス配管を敷地の中まで引き込み災

害時に利用可能なガス設備が設置されている学校、通常時に都市ガスを利用し、災

害時に LP ガスを使えるようガス変換器の接続口を整備している学校、カセットコ

ンロ等を備蓄している学校のほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により、

ガス設備を優先して利用できることとなっている学校の割合 

 自家発電設備として

利用可能なガス設備

を保有している。 

冷暖房機器として利

用可能なガス設備を

保有している。 

協定などによりガス

設備を優先して利用

できることとなって

いる。 

新潟県 ３４．８％ ４０．１％ ４３．０％ 

全 国 ２６．１％ ２０．３％ ４０．０％ 

 

 


